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 2015 年、国連で「持続可能な開発目標，SDGs（Sustainable Development Goals）」が採択された。これは、
格差や気候変動、エネルギーなど、17 の課題に対して、「誰一人取り残さない―No one will be left behind」
を理念にグローバルな視点で取り組むための新たな尺度である。国によって、法制度、宗教、気候、文化など
多様な差異があることから、SDGs の尺度は重要であるが、本稿で注目したのは、Goal 5 の「ジェンダー平等」
である。 
 これまで、国内においても、女性地位向上を目指した法制度や施策が展開され、近年では「女性の職業生活






































各競技において女子選手が先頭に立って PR する姿が目立っている。 











 2015 年、国連本部において、「持続可能な開発サミット」が開催され、150 を超える加盟国首脳参加のもと、
その成果文書として、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択された
（Sustainable Development Goals website）。 
 アジェンダは、人間、地球及び繁栄のための行動計画として、宣言および目標を掲げた、ミレニアム開発目
標（MDGs）の後継であり、17 の目標と 169 のターゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGs）」である３。 




 ジェンダー平等といっても、いかなる側面があるのか。実際に、「Goal 5・・・Achieve gender equality and 


































区分 国際連合 日本 
1952 女性の参政権に関する条約採択  






1975 第１回世界女性会議（メキシコ）  
1979 女性差別撤廃条約採択  
1980 第２回世界女性会議（コペンハーゲン）  
1985 第３回世界女性会議（ナイロビ） 男女雇用機会均等法成立 
女性差別撤廃条約批准 
1986  男女雇用機会均等法施行 
労働者派遣法施行 
1990  出生率 1.57 ショック 
1992  育児休業法施行 
1994 国際人口開発会議 高校で家庭科男女必修化 
1995 第４回世界女性会議（北京） 育児・介護休業法施行 






































































 高齢化の進展によって、認知症の高齢者が必然的に増加するなかで、それに起因した行方不明者が 2013 年
（平成 25 年）から年間 10,000 人超となってきており増加傾向にある（表 2-3）。また、行方不明者の様々な要
因のなかでも高い数値となっており、認知症高齢者の行方不明や徘徊は社会問題化しているといえよう。 
 














































































に「自然消滅」という形で廃止になっていたが、44 年振り、2011 年に女子選手が再登場した。 
 女子競輪は 1949 年から 15 年間、男子競輪とともに開催されていたが、こちらも女子選手は消滅していた。
しかし、ロンドン五輪で女子のケイリンが正式種目になったことなどが追い風となり、オートに女子選手再登












































出典：各競技 HP を参考に筆者作成（各 HP 閲覧日を基準とする） 
 一般企業社会（官庁なども含む）においては、子供を産むという選択がその後の働き方に大きく影響するこ
とがわかったが、公営競技の場合はどうか。公営競技は、仕事としての特殊性から基本的に女性の割合は少な
い 16。しかしながら、競艇の場合、10 代～50 代の年齢層、既婚・未婚、子育てからのカムバックなど多様な
属性が存在する。これは、たとえば国連女性差別撤廃委員会（CEDAW）勧告などで再三、「遅れ」を指摘され
た他のフレーム（企業、議会）に置換しても圧倒的に先行している事例である。 
 「表 4-1」が示すように競艇の場合、女性選手数（競馬は騎手）が多く、所定の期の選手を抽出した「表 4-2」
が示しているように継続性もある 17。一般企業などにおいては、新卒入社後、3 年以内で退職する者が指摘さ














表 4-2：競艇女子選手数の推移（2011 年末と 2016 年末における所定期：登録はデビュー年月） 
出典：ボートレースファン手帳 2012 前期、2017 前期を参考に筆者作成 
   区分における平均年齢とは、「2012 前期」に示されたデータによるもので、小数点第 2 位以下切捨てと
する。すなわち、69 期の選手(1 名)は、およそ 20 歳でデビューしていることを表す。また、109 期につ
いては、デビュー期のデータである。また、それ以外の期については既に登録消除(引退)している女子




















 選手の平均年収は約 1,500 万円（男女）であり、女子トップ選手は約 4,500 万円稼いでいる（2016 年実績）。
また、グレードに応じた賞金は基本的に男女共に同一でありペイ・エクイティが実践されている 21。更には業

























2012 前期 1 1 2 4 7 


























































 また、数字の上でも 2017 年 10 月の衆院選立候補者 1,180 人のうち、女性候補者は 209 人で全体の 17.71％
となって、全候補者に占める女性の割合は戦後最高となった（読売新聞 2017/10/11）。国際的には少ない割合
といえるが女性活躍へ向けて徐々に進展がみられる。 


























３ MDGs は、2000-2015 年において国際社会の共通目標として掲げられ、重要な開発の枠組みを提供し、途上国における貧
困削減や保健・教育分野の改善など、多くの分野において成功を収めた。SDGs は MDGs を継承しつつ課題をより広くと
らえた開発目標である。 
４ この時点において日本は、38 位/58 か国であった。経済参加、政治参加、教育、健康の 4 分野における男女の格差を指数
化したものであり、男女でギャップが小さいほど順位が高い（上位となる）。日本は、教育、健康のギャップは小さいが、
経済・政治参加のギャップが大きい。その後、対象国が増えているが日本は下位のままであり、2017 年 11 月発表の指数












８ 三世代同居世帯の世帯数、世帯割合ともに減少傾向にある（筒井 2016）。 
９ オーストラリアのプロフットボールリーグ（AFL）では、女性へ性別変更した男性（元）を女子リーグではプレーを認め
ない方針を打ち出した。「肉体の強さを分析した結果」としているが基準は不明瞭である。身長 190 ㎝、体重 100 ㎏とい










14 中央競馬の女性騎手としては 16 年ぶり 7 人目として昨年（2016 年）、デビューした藤田菜七子騎手が年間最多勝記録を
更新した（12 勝）。 
15 女性労働者の選好を検討する際、M 字型カーブという概念がある。M 字型カーブ（以下，M 字）とは，結婚・出産・育
児期にある 20 歳代後半から 30 歳代の女性が仕事を中断することで就業率にくぼみをつくり，40 歳代でふたたび上昇す
ることを指す。ゆえにとりわけ国際比較の文脈で，M 字は仕事と家庭の両立がむずかしい日本を象徴する「エンブレム」
のように論じられてきた（田中 2016a）。 
16 競艇選手は 1,587 人在籍しており、そのうち女子選手は 210 人であり全体の約 13％を占めている（2017/7/7 時点）。この
数値データは他競技を圧倒するものであり今後の公営競技はもちろんジェンダー政策にも多くの示唆を包含している。 




18 毎期の競艇学校入校希望者は 1,000 人を超えることがほとんどで合格者は約 50 人前後であることが多く、競争率は約










23 セクシュアル・ハラスメント対策、男女平等教育、NGO との協働など、多面的に推進されてきた。 
24 たとえば、年金制度であれば扶養者を「男性」として想定している。また、遺族年金（厚生年金）において、「夫は妻が
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